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研究成果の概要（和文）：持続可能な世界規模の多言語サービス基盤の確立に向け、(1)継続的に不誠実な提供
者の参加を抑制し高品質なサービス提供を促すインセンティブ維持メカニズムの考案、(2)世界各地の運営組織
が集積した言語サービスを共有し利用目的に応じて言語サービスを自己組織的に合成する手法の考案、(3)アジ
ア4拠点（京都、バンコク、ジャカルタ、ウルムチ）の運営センターの相互接続および欧米の主要大学・研究機
関が開発する言語サービス基盤との世界的な連携体制の整備、を行った。本研究の成果をオープンソースとして
公開するとともに、サービス基盤の運営を行うNPO法人を発足させ、プロジェクト終了後も継続して社会貢献を
行っている。

研究成果の概要（英文）：To realize the world-wide sustainable language service infrastructure, we 
tackled the following themes: (1) we proposed a mechanism that restrains participation of unfaithful
 service providers and prompts providers to provide high quality services; (2) we enabled sharing of
 language services that are gathered by each operation center around the world, and proposed a 
self-organization method that automatically combines language services according to the purpose of 
use; and (3) we connected four operation centers in Asia (Kyoto, Bangkok, Jakarta, Urumqi), and 
realized the global cooperation among the language service infrastructures that have been developed 
by universities or research institutes in Europe and USA. A part of the accomplishments of this 
research is released as open source software. We also established non-profit organization that 
operates the service infrastructure and will continue to make social contributions.

研究分野：人工知能
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１．研究開始当初の背景 
「言語の壁」は、世界がそして特に日本が
典型的に持つ問題である。我々は 2006 年か
ら 5年をかけて、言語資源をサービスとして
共有し連携させる多言語サービス基盤「言語
グリッド」の研究開発と運用を進めてきた。  
本研究を開始する 2012 年時点で、17 カ国 
144 組織が参加し、140 を超える言語サービ
スが、翻訳、対訳辞書、用例対訳など 20 種
のサービスタイプに分類され共有された。こ
の間、「言語資源から言語サービスへ」とい
う言語グリッドの方向性は、世界中の言語資
源研究者の間で共有されるに至っている。言
語グリッドを用いた異文化コラボレーショ
ンの研究が行われ、多くの学術論文が出版さ
れるようになった。また、国際 NPO 法人の活
動など、実際のフィールドでも利用されるよ
うになり、言語グリッドの提案は、学術的な
面からも、社会貢献の面からも実績を上げて
きた。しかしながら、その持続可能性は十分
とは言い難い。 
 
２．研究の目的 
本研究では、言語サービス（辞書、構文解
析、機械翻訳など）を集積する「言語グリッ
ド」を世界に展開し、国際的かつ持続可能な
言語サービス基盤を確立することを目的と
する。そのためには、まず、言語サービスが
持続的に集積されるよう、(1)言語サービス
提供のためのインセンティブ設計が必要で
ある。また、各組織が独立に集積した言語サ
ービスを共有できるよう、(2)言語サービス
基盤の連邦制運営のための制度設計が必要
である。さらに、言語サービス基盤の世界展
開には、(3)アジアにおける連邦制運営を実
現し、欧米の主要大学・研究機関と連携する
ための汎用的な言語サービスのオントロジ
ー設計が必要となる。 
 
３．研究の方法 
本研究は、新規のアイデアを科学的に検証
する統制実験（ラボ）と、実世界での継続し
た実証システム開発（フィールド）とを並行
して行い、フィールドでの問題をラボで理論
的に解明し、ラボで得られた研究成果を随時
フィールドに適用していく。フィールドとし
ては、実運用されている言語グリッドを用い
ると共に、NPO 法人と連携して実証サイトを
開設し維持する。ラボとしては、商用のクラ
ウドソーシングを統制実験環境として活用
すると共に、複雑なネットワークのシミュレ
ーションを行うためのマルチエージェント
シミュレーション環境を構築する。研究成果
は、言語資源、サービスコンピューティング、
マルチエージェントシステムの各分野で発
表し、世界と連携して技術蓄積を図る。 
 
４．研究成果 
 本研究では、(1)言語サービス提供のため
のインセンティブ設計、(2)連邦制運営のた

めの制度設計、(3)言語グリッドの世界展開、
の三つの課題に取り組んだ。さらに、(4) 世
界規模の言語サービス基盤が実現した際の
有用性検証や、発生する問題の分析などを行
うための異文化コラボレーション研究を行
った。以下、それぞれの課題について、得ら
れた主な成果と、その国内外における位置づ
けとインパクト、および今後の展望について
述べる。 
 
(1)言語サービス提供のインセンティブ設計 
①研究の主な成果 
持続可能な言語サービスの提供を目指し、
経済的・社会的・道徳的インセンティブの全
てを考慮したインセンティブ維持メカニズ
ムを考案した。これは、多くのユーザが言語
サービス（用例対訳など）の改善を行う場面
で、迅速さと品質の高さ双方の充足を目指す
ものである。具体的には、成果報酬方式を用
いた金銭報酬志向かつ不誠実な提供者の参
加を抑制するメカニズムと、強化学習を用い
た適切なインセンティブの探索によってボ
ランティア志向提供者の参加を促すメカニ
ズムを考案した。このメカニズムを、言語資
源研究を行う自然言語処理の研究コミュニ
ティが利用することで、ユーザからのサービ
ス提供が促進される。 
また、高品質なサービスの提供を促すイン
センティブ促進メカニズムを考案した。これ
は、複数のサービス提供者が協働して言語サ
ービスの提供を行う場合、例えば、文書校正
において、発見・修正・検証の各作業を異な
るサービス提供者が担当する場合に、各サー
ビス提供者への動的報酬配分によって最終
成果物の品質を最大化するものである。これ
により、高品質なサービスの持続的な提供を
維持する仕組みを提案した。 
 
②国内外における位置づけとインパクト 
 言語サービス提供のためのインセンティ
ブ設計の学術的価値の一つは、クラウドに対
する品質管理手法としてインセンティブ設
計アプローチの有効性を示した点にある。言
語資源獲得のためにクラウドソーシングを
用いることは一般的になってきている。しか
し、その品質管理において従来研究の多くは
機械学習アプローチに基づく事後的処理で
あるのに対し、本研究では事前的処理（不誠
実請負者の参加抑制）を実現した点に特長が
ある。学術的価値のもう一つは、インセンテ
ィブ設計におけるデータドリブンアプロー
チの有効性を示した点にある。従来アプロー
チでは、種々のインセンティブの普遍的性質
の獲得を試みてきたのに対し、本研究では状
況に応じたインセンティブの発見に問題を
変換し解決した点に特長がある。人工知能学
会誌でのクラウドソーシングに関する解説
特集の中でインセンティブ設計アプローチ
に関する論文を発表するなど、本アプローチ
の拡大に努めている。 



③今後の展望 
インセンティブ設計の高次化に取り組む。
一つは実時間への対応である。多言語会議で
実時間字幕生成を行うといった場合でも適
切なインセンティブ設計が可能となるよう、
本成果を拡張する。もう一つはインセンティ
ブの組合せ（インセンティブ・ミックス）へ
の対応である。本研究では金銭志向、ボラン
ティア志向といった参加者の特徴づけを行
ったが、実際にはインセンティブは複合的に
作用する。そのような提供者の想定の元で、
適切なインセンティブ設計が可能となるよ
う、本成果を拡張する。 
 
(2)連邦制運営のための制度設計 
①研究の主な成果 
 これまでの言語グリッドの運営経験から、
運営組織が京都にあるだけでは、世界中の言
語サービスを集積することは困難であるこ
とが分かっている。世界中に言語サービス基
盤の運営組織が多数生まれ、それらが独立に
言語サービスを集積し、連携し、共有する連
邦制の運営が必要である。そのために必要と
される機能の開発を行うとともに、柔軟かつ
頑健な連邦制運営を可能とするよう、運営組
織間の取り決めや簡明な利用規約などの制
度設計を進めた。また、集積した言語サービ
スを活用するには、複数のサービスを組み合
わせて新たな機能を持った複合サービスを
作成するサービス合成が不可欠となる。その
ため、集積した多種多様なサービスを柔軟に
組み合わせるための仕組みの提案と、実際に
現実的な課題に対して適用する際に生じる
問題の分析、およびマルチエージェント技術
の導入によりQoSを考慮しつつ自動的にサー
ビス合成を行う機構の開発を行った。 
具体的には、まず、世界各地の運営組織が
運営する言語サービス基盤を連携し、集積し
た言語サービスを共有する連邦制運営メカ
ニズムを考案した。この手法では、言語サー
ビスの利用・提供における認証・認可を所属
する運営組織に委譲することで、サービスの
提供コストを削減する。さらに P2P 型の情報
共有により、運営組織同士の連携を中央制御
なしに実現し、実際の連邦制運営に適用した。 
次に、連邦制運営で集積される、対応言語
や品質などが異なる多様なサービスから、適
切なサービスを自動的に選択して合成する、
サービス合成の自己組織化を考案した。まず、
サービスの組み合わせについて階層的な記
述を導入し、記述に基づいて実行時にサービ
ス合成を行う仕組みを実装し、実際の連邦制
運営に適用して少ないオーバーヘッドでサ
ービス合成可能であることを確認した。さら
に、サービスを自動的に合成するため、マル
チエージェント技術を用いて自律的にタス
クの分解・再構成およびサービス選択を行う
仕組みを導入し、実際に言語グリッド上のサ
ービスを用いて実用的な時間とメモリ消費
でサービス合成を行えることを確認した。加

えて、様々な運営組織が有するサービスが停
止した場合の影響を明らかにするため、言語
グリッドのサービスの呼び出し記録を用い
て、サービス停止に伴う障害の連鎖によるサ
ービス提供への影響を分析し、スケールフリ
ーネットワークが障害の連鎖に対して最も
頑健であることを明らかにした。 
 
②国内外における位置づけとインパクト 
連邦制運営のための制度設計に関する取
り組みは、主にサービスコンピューティング
分野へ貢献するものである。本研究の成果を、 
サービスコンピューティング分野のトップ
カンファレンスである SCC において、2015 年
は 4件、2016 年は 2件発表しており、内 1件
は Best paper award を獲得するとともに、
IEEE Transactions on Services Computing
にも採択されている。さらにこれらは、サー
ビ ス コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ 分 野 と
IoT(Internet of Things)の接点となる領域
を切り拓く成果を含んでいる。例えば、サー
ビスネットワークにおける障害の連鎖とネ
ットワークトポロジーの関係分析の知見は、
IoT 時代の理想的なネットワークについて考
察するものであり、IEEE Internet of Things 
Journal に採択されている。具体的には、従
来の研究が障害時の代替サービスへの適応
に焦点を当てていたのに対して、本研究では
代替サービスが少ない場合に、サービスネッ
トワークのスケールフリー性が障害の連鎖
を抑えるために重要であることを指摘して
いる。近年サービス間の依存度が増しており、
2013 年の AmazonEC2 における障害発生を契
機に、それを利用する Instagram や Netflix
などの大手のサービスが連鎖的に停止する
などの問題が生じている。今後更にサービス
間の依存度が複雑化する IoT 時代に向けて、
本研究のインパクトが増すことが予想され
る。 
 
③今後の展望 
これらの研究はシミュレーションを経て
言語グリッドへの実装の段階に移行してい
く予定である。また、サービスコンピューテ
ィング分野からのIoTへのアプローチをより
発展させて継続していく予定である。具体的
には、サービスの連携により構成される
IoS(Internet of Services)と IoT を融合さ
せさせる IoS+IoT に取り組む。これに関連し
て、IoT機器連携の論文を2016年12月にIEEE 
WF-IoT で発表するなど、徐々に成果が出始め
ている。 
 
(3)言語グリッドの世界展開 
①研究の主な成果 
 世界規模の言語サービス基盤実現の第一
歩として、アジアにおいて、京都、バンコク、
ジャカルタ、ウルムチの 4拠点に設立した運
営センターを開設し、相互接続することで、
アジアにおける言語グリッドの連邦制運営



を実現した。さらに、既存の言語資源を組み
合わせて言語資源を生成する技術を考案し、
低資源言語の多いアジアでの連邦制運営を
増強した。その結果、登録サービス数が研究
開始時の約 2 倍（229 言語サービス）に増加
した。第二段階として、アジアで連邦制運営
を行う言語グリッドと、欧米の主要大学・研
究機関が開発する言語サービス基盤の世界
的な連携体制を整備した。異なる言語サービ
ス基盤を相互接続するため、言語資源協会
LDC及びELRAと連携して作成した規約に沿っ
たオープン言語グリッドを開発し、インタフ
ェースや、サービス管理の規約上の整合をと
った。実際に、アメリカのサービス基盤と言
語グリッドの接続を実現している。 
さらに、多国籍企業の Web コンテンツの地
域間共有状況など、これまでに行った世界規
模の言語サービス基盤実現の効果を評価し、
欧州、アジア太平洋、中東アフリカ間で頻繁
なコンテンツ共有が図られていることを明
らかにした。これは欧米亜の運営組織の連携
により、コンテンツ共有のための多言語サー
ビスを効率的に構築できることを示してい
る。 
 
②国内外における位置づけとインパクト 
言語グリッドの世界展開のインパクトは、
以下の二点である。まず、欧米では米国 LDC
や欧州 ELRA といった言語資源協会が言語資
源の共有をトップダウンに進めてきたのに
対し、連邦制運営により京都（京都大学）、
バンコク（NECTEC）、ジャカルタ（インドネ
シア大学）、ウルムチ（新疆大学）の各言語
グリッドが相互接続し、多くの言語が存在す
るアジアでアジアワイドなサービスネット
ワークをボトムアップに構築する体制を築
いた点である。これにより、東南・中央アジ
アの 96 言語サービスを含む 225 言語サービ
ス（申請時の約 2倍）を集積し、欧米に対し
てプレゼンスを示すことに成功している。 
もう一つは、欧米亜の言語サービス研究者
による世界的かつ異分野横断の連携体制を
確立した点である。欧米の研究プロジェクト
は自然言語処理の研究者が中心であり、言語
ごとの特徴を考慮して言語資源を記述する
ためのメタデータや、言語資源に付与される
アノテーションの語彙の決定に多くの時間
を費やしており、特に EU 内のコミュニティ
形成やビジョン作成、標準仕様設計に主眼を
置いている。一方で、我々アジアの言語グリ
ッドプロジェクトは、計算機科学の研究者が
中心であり、システムの改良と提供が主眼で
ある。このような研究分野、研究文化の違い
を埋めるため、言語サービス基盤の国際ワー
クショップを 2013 年より毎年開催し、欧米
亜の研究機関（NECTEC、インドネシア大学、
新疆大学、ブランダイス大学、ヴァッサー大
学、CNR、CELI、ポーランド日本情報工科大
学、ELRA、モンゴル大学）に対し言語グリッ
ドの技術トレーニングを開催するなど、情報

共有や人材育成を通じて欧米亜の言語サー
ビス研究者と密な連携をとれる体制を確立
している。 
 
③今後の展望 
欧米亜の運営組織と今後も持続的な協議
を進め、各運営組織で所有するオープン言語
グリッドを用いた世界規模の連邦制運営を
開始する予定である。2017 年 5月時点で、MOU
の締結や技術トレーニングなどは完了して
おり、運用開始の目途は立っている。 
 
(4)異文化コラボレーション 
①研究の主な成果 
世界規模で連邦接続される言語サービス
基盤の有用性検証や、発生する新たな問題の
分析などを行うため、多くの異文化コラボレ
ーション研究を行った。例えば、翻訳サービ
スの構築において、翻訳結果を提示するだけ
ではなく、対話によって翻訳品質を向上させ
る翻訳エージェントを考案し、従来の翻訳サ
ービスと比較して、共同作業を達成するため
に必要なメッセージの交換回数を 21%削減す
ることに成功した。また、リアルタイムの多
言語理解の研究にも取り組み、機械翻訳を用
いた字幕提示における異言語音声の理解に
ついて分析した。この研究では、機械翻訳の
品質が低い場合は、生成した自動字幕が非母
語話者の理解を妨げ、新たな問題を生じるこ
とを明らかにしており、機械翻訳などの多言
語サービスを組み合わせる際の設計原理に
重要な知見を与えている。 
研究室実験だけでなく、異文化コラボレー
ションの現場に言語グリッドを適用したフ
ィールド実験も毎年行っている。具体的には、
国際活動を行っている非営利団体（NPO 法人
パンゲア）と連携して、2014 年 8 月、2015
年 8月、2016 年 8月に、京都大学で開催され
た世界の子ども達の異文化交流ワークショ
ッ プ KISSY(Kyoto Intercultural Summer 
School for Youths)に言語グリッドを用いた
多言語BBSと多言語チャットを提供し、日本、
韓国、アメリカ、カンボジア、ケニア、オー
ストリアの子供達のコミュニケーションを
支援した。また、このようなフィールドでの
多言語コミュニケーション支援のために、言
語グリッド上の不特定のユーザが利用可能
な言語サービスとスマートフォン端末上の
個人ユーザのみ利用可能な商用の言語サー
ビスを個人端末上で組み合わせるシステム
「Language Mashup」を開発した。さらに、
国際シンポジウムなどにおける講演を複数
の入力者による協調入力によって書き起こ
し、言語グリッドを通してリアルタイムに翻
訳・多言語化するシステムを開発した。実際
に 2015 年 7 月に京都で約 1,000 人（内外国
人 200 名以上）が参加する国際的なイベント
Y’s Men International に適用し、講演の多
言語支援を行っている。 
 



②国内外における位置づけとインパクト 
 異文化コラボレーション研究のインパク
トは、主に研究室実験だけでなく実際に国際
NPO 法人などと連携しながら研究成果の社会
実装を行い、研究成果を直接社会に還元して
いる点である。特に、NPO 法人パンゲアと共
催している KISSY については 2014 年から三
年連続で開催しているが、2014 年度 23 名、
2015 年度 28 名、2016 年度 35 名と毎年参加
者数が増え続けており、社会からの評価が高
い。 
また、学術的には、異文化コラボレーショ
ン研究について、国内の異文化コラボレーシ
ョンの研究者が情報交換できるよう、本研究
の研究分担者らが中心となって異文化コラ
ボレーション研究会を毎年開催しており、国
内における異文化コラボレーション研究の
中心的なコミュニティとして機能している。 
 
③今後の展望 
本研究成果を用いた異文化コラボレーシ
ョンの現場での社会貢献を研究終了後も持
続させるため、2016年 12月に特定非営利活
動法人言語グリッドアソシエーションを発
足させており、今後も継続的にフィールドで
の実証研究を行っていく予定である。 
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